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施策の概要
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施策に関係する内閣の重要政
策（施政方針演説等のうち主な
もの）
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－
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測定指標

1

年度ごとの目標値

施策の予算額・執行額等

年度ごとの目標値

2

施策の進捗状況（実績）

実績値

合計（ａ＋ｂ＋ｃ）

728,401
予算の
状況

（千円）

執行額（千円）

・地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）
・第四次環境基本計画（平成24年4月27日閣議決定）
・京都議定書目標達成計画(平成20年3月28日閣議決定)

目標管理型の政策評価に係る評価書の標準様式
別紙２

（環境省24-1）

目標１－１　地球温暖化対策の計画的な推進による低炭素社会づくり

区分 22年度 23年度

既にその影響が顕在化しつつある、人類共通の課題である地球温暖化対策の解決のため、世界で共有されている、産業
革命前からの気温上昇を２℃以内に抑えるという目標を視野に入れ、2050年までに温室効果ガス排出量80％削減を目指
し、地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図り、社会経済構造の転換を促進しつつ、低炭素社会の構築を図る。ま
た、気候変動予測、影響評価及び適応に関する知識の普及を通じ、地域及び国レベルにおいて、気候変動に柔軟に適応
できる社会づくりを促進する。

2050年までに温室効果ガス排出量80％削減を達成する。
地域及び国レベルにおいて、気候変動に柔軟に適応できる社会づくりを促進する。

当初予算（ａ）

世界全体での低炭素社会の構築推進

補正予算(b)

繰り越し等（ｃ）

0

0

728,401

678,188

温室効果ガスの排出量（ＣＯ２換算ﾄﾝ）

498,993

0

0

498,993

455,210

24年度

494,636

0

（※記入は任意）

（※記入は任意）

（※記入は任意）

25年度

450,888

0

基準 目標

年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 年度

－

「気候変
動への賢
い適応」
の策定

温暖化の
観測・予
測及び影
響評価統
合レポー
トの作成

「気候変
動適応の
方向性」
の策定

「適応へ
の挑戦
2012」の
作成

気候変動
の観測・
予測及び
影響評価
統合ﾚﾎﾟｰ
ﾄの作成

－

－ － － － －

施策の進捗状況（実績）

年度ごとの目標値

3 気候変動影響評価、適応策の推進



○従来、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成10年法律第117号）に
おいては、国連気候変動枠組条約下の京都議定書に基づく削減約束に対応
して、「京都議定書目標達成計画」を策定することとされていたが、平成24年
末をもって京都議定書第一約束期間が終了し、同計画に基づく取組も平成24
年度末をもって終了した。我が国は、京都議定書第二約束期間（平成25～32
年）には加わらないものの、国連気候変動枠組条約下のカンクン合意に基づ
き、平成25年度以降も引き続き地球温暖化対策に取り組む。このため、今後
の地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るべく、国による「地球温
暖化対策計画」の策定等の措置を規定した「地球温暖化の推進に関する法律
の一部を改正する法律案」を平成25年3月に閣議決定し、国会に提出した。な
お、同法案は、同年5月に公布・施行（一部を除く）された。

○平成25年3月15日に、地球温暖化対策推進本部において「当面の地球温暖
化対策に関する方針」を決定し、2020 年までの削減目標については、同年11
月の国連気候変動枠組条約第19回締約国会議（COP19）までに、25％削減目
標をゼロベースで見直すこととした。また、その実現のための地球温暖化対策
計画の策定に向けて、中央環境審議会・産業構造審議会の合同会合を中心
に、関係審議会において地球温暖化対策計画に位置付ける対策・施策の検
討を行うこととした。さらに、この検討結果を踏まえて、地球温暖化対策推進本
部において「地球温暖化対策計画」の案を作成し、閣議決定することとした。

○世界全体で低炭素社会の構築を推進するために、平成20年のG8環境大臣
会合の議論を踏まえ、低炭素社会研究の推進と政策への反映を目的とした国
際的な研究機関のネットワークである「低炭素社会国際研究ネットワーク
（LCS-RNet）」が平成21年に発足し、現在は、G8加盟国を中心に7カ国の16研
究機関が参加している。平成24年度は、9月に第4回年次会合をオックス
フォード（英国）で開催した。また、アジア地域においても同様の低炭素社会研
究に係るネットワークを構築すべく、平成24年4月に開催された東アジア低炭
素成長パートナーシップ対話の際に「低炭素アジア研究ネットワーク
(LoCARNet）」を立ち上げ、地域の能力開発への貢献と域内各国の研究者の
ネットワーク化を進めた。

○国内における温暖化の影響と適応策に関する科学的知見を取りまとめたパ
ンフレット『適応への挑戦2012』を平成23年度に、また、日本を中心とする近年
の気候変動の現状と将来の予測及び気候変動が及ぼす影響について体系だ
てて整理した『気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート』を平成24年
度に作成・公表した。これらの作成・公表、及び地域セミナーの開催を通じて、
国や地域レベルでの「気候変動に柔軟に適応できる社会づくりの促進」に資す
るよう、日本国内の温暖化による影響や適応に係る普及啓発を行った。アジ
ア太平洋地域においても、前年度に引き続き、域内各国の適応関連の情報共
有及び能力開発のためのネットワークである「アジア太平洋気候変動適応ネッ
トワ ク（APAN)」に主導的な立場で参加し 適応に係る我が国の知見やノウ

施策に関する評価結果

目標の達成状況

目標期間終了時点の総括

○「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成10年法律第117号）第1条に
おいて、「地球温暖化が地球全体の環境に深刻な影響を及ぼすものであり、
気候系に対して危険な人為的干渉を及ぼすこととならない水準において大気
中の温室効果ガスの濃度を安定化させ地球温暖化を防止することが人類共
通の課題」とされ、第四次環境基本計画（平成24年4月27日閣議決定）におい
て、「長期的な目標として2050 年までに80％の温室効果ガスの排出削減を目
指す」とされている。今後は、2013年度以降の地球温暖化対策を総合的かつ
計画的に推進するため、平成25年5月に改正された同法に基づき、温室効果
ガスの排出抑制・吸収の目標を含む「地球温暖化対策計画」の策定に向け、
長期的展望に立った検討を急ぐ必要がある。

○世界全体で低炭素社会を実現するためには、各国が参加する研究ネット
ワーク活動による低炭素社会研究の促進と、研究成果の政策への反映が重
要である。このため、平成25年度以降も、引き続きLCS-RNetによる取組を進
めるとともに、経済成長に伴う温室効果ガスの排出増が懸念されるアジア地
域において、LCS-RNetのアジア版である「低炭素アジア研究ネットワーク
（LoCARNet）を構築し、域内各国の低炭素社会研究に係る連携と能力強化を
促進する。

○地球温暖化対策としては、排出削減と同時に、気候変動による影響の評価
と適応策の推進が不可欠であり、影響評価と適応に係る取組を一層強力に推
進することが必要である。このため、平成27年夏頃を目途として「適応計画」を
策定することとし、関係省庁と連携・協力をして着実に取り組んでいく。この「適
応計画」策定に向けて、平成25年度は、中央環境審議会に気候変動影響評
価等小委員会を設置し、気候変動による影響への対処（適応）の観点から、既
存の研究による気候変動予測や影響評価等について整理し、気候変動が日
本にあたえる影響及びリスクの評価について審議する。また、アジア太平洋地
域には、気候変動への脆弱性が高い地域や、温暖化の影響への適応ための
能力の不足が懸念される国があることから、APANの活動を強化し、我が国の
知見を各国と共有しつつ、途上国支援の取組を推進する。

トワーク（APAN)」に主導的な立場で参加し、適応に係る我が国の知見やノウ
ハウの情報発信を行い、域内各国の能力開発の支援を行った。また、平成25
年3月には、第3回アジア太平洋気候変動適応フォーラムを開催し、適応に係
る知見の共有等を促進した。



学識経験を有する者の知見の
活用

政策評価を行う過程において
使用した資料その他の情報

担当部局名

　
○平成２３年７月に「2013年以降の対策・施策に関する検討小委員会」を設置。中長期的な低炭素社会構築に向けて2013年以降に実施
すべき対策・施策に関する事項について審議を行った。

○平成24年６月に中央環境審議会地球環境部会として「2013年以降の対策・施策に関する報告書」をとりまとめた。

○「賢い適応」、「温暖化の観測・予測及び影響評価統合レポート」、「気候変動適応の方向性」及び「気候変動の観測・予測及び影響評
価統合レポート」の作成にあたってはいずれも専門家による検討会、委員会を設置し、会での議論を基に各報告書を作成した。

地球環境局
低炭素社会推進室
研究調査室

作成責任者名 政策評価実施時期 25年　6月土居　健太郎
辻原　浩


